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【小学校教員と幼稚園･保育所との教職員の連携状況】

幼保小の教職員による連携内容 小学校数 割合

合同研修会・協議会の開催 182 46.8％

幼稚園･保育所の保護者との懇談
116 29.8％会や小学校の授業参観の実施

幼稚園･保育所での保育参観 270 69.4％

幼稚園･保育所教職員による小学 293 75.3％
校の授業参観

入学児童に関する情報交換 377 96.9％

【小学校児童と幼児との教育活動の交流実施状況】

児童と幼児の交流内容 小学校数 割合

小学校として幼稚園.保育所
を訪問しての交流

134 35.9％

幼稚園･保育所の幼児を小学
校に招待しての交流 332 89.0％

相互に訪問しての交流 61 16.4％

評 価
第２章 豊かな人間性や社会性を

はぐくむ教育の充実 ○

１ 豊かな心と社会性の基礎をはぐくむ 評 価

幼児教育の振興
Ｂ

＜目指すもの＞

幼児の生活の連続性及び発達や学びの連続性を踏まえ、生涯にわたる人

格形成の基礎を培う幼児教育を推進する。

〔ここに注目 !！〕

・小学校の99％が幼稚園や保育所と連携した取組を実施

目 幼稚園・保育所等において、幼児の主体的な活動としての「遊び」をとおして、

様々な交流や豊かな体験を積むことを大切にし、幼児の望ましい発達や成長を促す

的 幼児教育を推進する。また、幼稚園、保育所と小学校の円滑な接続を推進する。

１ 幼稚園教員の指導力向上

(1) 幼稚園等新規採用教員研修の実施（園内研修・園外研修）

(2) ５年経験者研修、12年経験者研修の実施

(3) 保育ステップアップ研修、保育ジャンプアップ研修の実施

(4) 文部科学省が主催する幼稚園教育理解推進事業
※

（都道府県協議会）の実施

２ 幼稚園・保育所と小学校との連携強化

(1) 幼稚園教育研究集会での講演会や幼保小の教職員による合同研修の実施

(2) 上記研究集会にて参加各園校による「幼小接続の取組事例集」を作成・配布

(3) 教育月報にて、県内の先進的な幼小連携事例を掲載

（平成25年度小・中学校教育課程の編成・実施状況等に関する調査）

※幼稚園教育理解推進事業
幼稚園教育の質の向上を図ることを目的に平成21年度から実施。国が協議主題を設定し、都道府県が

協議形式の協議会を開催する。本県では「新潟県幼稚園教育研究集会(幼保小合同研修会)」として開催し
ている。
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【幼保小の教職員による合同研修会】 【遊びの中での学びの姿（幼稚園）】

【成果】◇ 接続を見通した教育課程（接続期カリキュラム
※
）の編成・実施の推

評 進のため、スタートカリキュラムの編成・実施に取り組んでいる小学校

の実践事例を広く紹介した。

価 ◇ 「新潟県幼稚園教育研究集会（幼保小合同研修会）」において、「幼

小接続」を県の重点協議主題として継続して設定し、協議してきたこと

により、幼児期と児童期の双方が接続を意識する期間を「接続期※」と

いうつながりで捉える考え方の普及を図ることができた。

◇ 全ての公立幼稚園が、幼児や児童との交流活動などをとおして、小学

校との連携を図っている。

【課題】◇ 接続期カリキュラムの編成等により幼児児童の実態、教育内容や指導

方法についての相互理解を図っていく必要がある。

○ 引き続き、幼稚園・保育所と小学校の連携による取組を推進するよう研修や情

報提供による指導と支援に努める。

○ さらに、小学校や各園での実践事例の情報提供や幼保小合同研修会の開催を継

続し、幼児期と児童期の教育活動をつながりで捉え、接続を見通した教育課程

（「接続期カリキュラム」）の編成・実施の推進を図っていく。

○ 子育て相談や保護者同士の交流の機会提供など、子育てを支援するための取組

が充実するよう、研修や情報提供による支援に努める。

※接続期

幼児期と児童期の教育双方が接続を意識する期間。

始期･後期は、各学校、園において適切な期間を設定。
小学校数 割合 （主に年長児後半から小学校１年生入学時を設定）

※接続期カリキュラムH24年度に実施した 256 62.9%
幼児期の教育と小学校教育のつながりを見通した

指導計画。幼稚園や保育所から小学校にアプローチH25年度に実施した 257 65.6%
するカリキュラムと、幼稚園や保育所での成果を生
かして小学校教育を始めるスタートカリキュラムが

（平成25年度小・中学校教育課程の編成・
ある。

実施状況等に関する調査）

【小学校における接続を見通した教育課程
（スタートカリキュラム）の編成による取組状況】

※連携の対象となる幼稚園、保育所は公立及び私立を含む。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

98.1% 98.8% 99.2% 100%
幼稚園、保育所と連携を実施している

小学校の割合

【関連指標９】
実績値

目標値
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２ 豊かな心、倫理観、規範意識などを 評 価

はぐくむ教育の推進 Ｂ

＜目指すもの＞

(1) 子どもたちに規範意識や倫理観、豊かな情操や協調性・自立心をはぐ

くむため、心に響く道徳教育を推進するとともに、学校内外における体

験活動や文化活動の充実を図る。

(2) 児童生徒一人一人に、すべての人々に対して開かれた心で互いの人権

を認め、尊重し合う人権感覚の育成を目指す。

〔ここに注目 !！〕

・約９割以上の学校で道徳の授業の公開や地域と連携した活動を実施

（１）道徳教育・情操教育・ボランティア体験活動の推進

① 道徳教育の推進

目 児童生徒の豊かな人間性を育むために、道徳の時間を要として、教育活動全体

を通じて道徳教育の充実を図るとともに、地域と一体となった「心の教育」を推進

的 する。

１ 教育活動全体を通じて行う道徳教育の充実、道徳の時間の工夫

全体計画に沿った全教職員の共通理解に基づく実践、体験活動と道徳の時間を

関連付けた実践、「心のノート」の活用を推進するよう指導

・全小中特別支援学校長対象の教育施策等方針説明会（年１回）

・全県の指導主事対象の全県指導主事会議（年１回）

・教育課程研究集会（上・中・下越で実施 年１回）

・道徳教育の全体計画に、各教科等における道徳教育に関わる指導の内容及び時

期を示している小・中学校 91.5％ （91.2％）

・道徳の全体計画に、道徳教育に関わる体験活動や実践活動の時期等を示してい

る小・中学校 80.0％ （77.5％）

２ 地域ぐるみの「心の教育」の推進

道徳教育推進教師等を中心に、道徳の授業の公開、家庭や地域の参加・協力を

得た取組など地域全体での道徳教育の取組を推進するよう指導

・道徳の全体計画に、道徳教育の推進体制や家庭や地域社会等との連携のための

活動等を示している小・中学校 75.4％（75.9％）

・道徳の授業を、保護者や地域の人々、他の学校の教職員等に公開した小・中学

校 96.3％ (98.0％)

・学校行事（単なる参観、見学等は除く）に地域住民が参加している小・中学校

88.0％ (92.3％)
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３ 道徳教育総合支援事業の推進

研究推進校の実践成果をまとめたリーフレットを配布し、県内の全小・中学

校、特別支援学校、高等学校等に普及啓発

・研究推進校の公開授業への参加者 217人（183人）

・県内の全ての小・中・特別支援学校・高等学校にリーフレットを配布

【成果】◇ 一部数値に減少があるものの約９割以上の学校で道徳の授業の公開や

評 地域と連携した活動への参加など、地域ぐるみによる心の教育に取り組

む体制が図られている。

価 道徳教育用郷土資料の活用状況

平成25年度「新潟県小・中学校教育課程の編成・実施状況調査」

【課題】◇ 豊かな人間性を育む道徳の授業の工夫を図るため、家庭や地域社会と

連携した活動等の充実、｢私たちの道徳｣及び郷土資料の効果的な活用を

促す必要がある。

○ 道徳教育の全体計画及び年間指導計画の作成についての指導・助言、授業改善

に関する情報提供を通じて、「私たちの道徳」や「道徳教育用郷土資料※」の効

果的な活用を促すとともに、活用状況の把握に努める。

○ 平成25年度における研究推進校の研究成果や優れた取組に関する情報をまとめ

たリーフレットを県内の小・中・高等学校に配付し、12年間の視点での校種間

及び家庭・地域連携による道徳教育の推進を図る。

※「道徳教育用郷土資料」：県内各地の民話や伝説、郷土の文化や産業及び福祉発展に尽くした人々の伝記や逸話

などを集め、県教育委員会で刊行した郷土資料集。小学校低学年用「いのちのアサガオ」、中学年用「ひろくん

のにじ」、高学年用「いのちをかがやかせて」、中学校用「生命の詩」がある。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学校用

「生命の詩」

小学校高学年用

「ひろくんのにじ」

小学校中学年用

「ひろくんのにじ」

小学校低学年用

「いのちのアサガオ」

全ての学級で使用 一部の学級で使用 使用しなかった

65.8％

68.4％ 28.8％

27.3％

65.6％ 27.3％

11.5％ 46.6％

「いのちをかがやかせて」

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

76.6% 91.2% 92.4% 80%

目標値
実績値

自然体験活動や社会体験活動などの
実施校（小・中）

【関連指標10】

今

後

の

対

応



- 34 -

② 体験活動の充実

目 県立青少年教育施設において、多様な体験活動の機会や場を提供するとともに、

指導者やリーダーの養成等を行い、市町村や青少年育成団体が行う体験活動の充実

的 に向けて支援する。

青少年教育施設を活用した具体的な研修プログラム例などを紹介した冊子などを

執 作成し、学校や青少年団体等へのＰＲ強化を図った。また、参加者の意見などを参

考にしながら研修プログラム(主催事業)の改善を図った。

行

１ 研修プログラムの作成・配布

の ・活動プログラム集「とらのまき」 400部作成（小・中学校、団体等）

・少年自然の家プログラム紹介 33,000部作成（小・中学校、公民館等）

状 ・青少年研修センタープログラム紹介 4,300部作成（企業、大学等）

況 ２ 主催事業

⑴ 子どもたちに多様な体験活動の機会を提供した。

15回実施 延べ719人（Ｈ24 15回 764人）

⑵ 様々な青少年の指導者養成研修を実施した。

５回実施 延べ329人（Ｈ24 ５回 302人）

【成果】◇ 主催事業においては、参加者から高い満足度を得た。

評 〈主催事業の参加者アンケート結果〉

満 足 やや満足 やや不満 不 満

価 体験活動の機会の提供（青研） 82.8% 16.1% 1.1% 0.0%

体験活動の機会の提供（自然の家） 82.3% 16.4% 1.3% 0.0%

【課題】◇ 利用団体数や利用人数の増加に向けた取組が必要である。

〈利用団体数・延べ利用人数〉

施 設 名 H24 H25

青少年研修センター 505団体 39,559人 415団体 33,333人

少年自然の家 430団体 33,401人 435団体 33,149人

◇ 施設が老朽化しており、維持していくためには大規模な改修が必要と

なる。

○ 施設の特色を生かした新たなプログラムの開発、体験活動や研修内容の改善等

により、マンネリ化を防ぎながら利用者の維持拡大を図る。

○ 施設の必要性や役割などを早急に整理し、将来的な施設のあり方についての方

向性を固める。

【親子の体験活動】
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③ 子どもの読書活動の推進

目 子どもが自主的に読書活動を行うことができるよう、家庭、地域、学校、図書

的 館等の関係機関や民間団体と連携して、子どもが読書に親しむ環境づくりを進める。

１ 普及啓発

(1) 「市町村子ども読書活動推進計画」の未策定市町村19市町村を訪問し、策定

マニュアルを活用して、計画策定を働きかけた。

(2) 小学校低学年向けの推奨本の貸出先にボランティア団体を追加し、貸出の拡

充を図った。※

・貸出先 Ｈ25 ６市町（Ｈ24 ４市町）

※県→市町村→図書館等→小学校・読書ボランティア団体

(3) 読み聞かせイベントのプログラム作りと受け入れ先開拓等を行う「読書パッ

ケージ化事業」を新たに実施した。

（長岡市、見附市に委託 受入先開拓数 14か所）

(4) 県立図書館の絵本・児童書を充実し、親子読み聞かせイベントや児童書セッ

トの小規模図書館向け貸出を実施した。

・親子読み聞かせイベント 年93回 参加者2,576人（Ｈ24：47回 1,818人）

・児童書小規模図書館向け貸出 延べ33市町村（Ｈ24：13市町村））

２ 人材育成

(1) 幼稚園、学校、図書館、児童館の職員等を対象とした子ども読書活動関係者

合同研修会を開催した。 年１回 参加者100人（Ｈ24：１回 105人）

(2) 地域におけるリーダーを養成する子ども読書ボランティアリーダー養成講座

を実施した。 ４会場 参加者151人（Ｈ24：４会場 186人）

【成果】◇ 市町村子ども読書活動推進計画は、今年度新たに１市が策定し、策定

評 済11市町村となった。

◇ 読書パッケージ化事業により、ボランティアのスキル向上と活動の場

価 を広げる新たな可能性を見いだすことができた。

◇ 県立図書館における児童書貸出冊数は、前年度比９％増となっている。

Ｈ24：65,272冊 → Ｈ25：71,127冊

【課題】◇ 「市町村子ども読書活動推進計画」の策定率は、平成25年度末で

36.7％であり、引き続き策定率を上げる必要がある。

〔平成25年度末目標：50％以上〕

◇ 子どもが読書に親しむ環境づくりに向けて、普及啓発活動や研修をよ

り充実する必要がある。

○ 「市町村子ども読書活動推進計画」未策定市町村に対し、策定マニュアルなど

を活用しながら、継続して計画の策定を働きかける。

○ 「読書パッケージ化事業」について、平成25年度の取組成果の普及拡大を図る。

○ 子ども読書の機運醸成を図るため、国モデル事業を活用したイベント等を開催

する。（「早寝早起き朝ごはん＋読書フォーラム」、「子ども読書県民フォーラム」、

「読書イベントパッケージ化事業」）
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（２） 人権教育、同和教育の推進

目 教職員一人一人が人権感覚を豊かにし、人権教育、同和教育への理解と認識を深め、

的 実践への意欲や指導力の向上を図るため、各種研修会を実施する。

１ リーフレット「新潟県人権教育基本方針」等を活用した各種研修の実施

＜義務教育課＞

(1) 全小中特別支援学校長対象の教育施策等方針説明会（年１回）

(2) 全県の指導主事対象の全県指導主事会議（年１回）

(3) 新任校長・教頭研修会（年１回）

(4) 初任者、５年・10年経験者、復興加配教員等研修会（年１回）

(5) 児童生徒支援加配教員を対象とした研修会（年３回）

(6) 人権教育、同和教育主任等研修（上・中・下越・佐渡で実施 年１回）

＜高等学校教育課＞

(1) 高等学校教職員対象研修会（６回、延べ291人参加）

① 担当者会議 ② 現地研修会（３回） ③ 指導者研修会 ④ 教員研修会

(2) 人権教育、同和教育推進事業（外部講師による講演会、36校）

(3) 公正採用選考に向けた取組

（全ての研修会で公正採用関係資料の配付及び解説の実施）

【人権教育、同和教育の授業研究】 【人権教育、同和教育主任等研修会の熟議】

２ 各学校での職員研修や「人権教育強調週間」の推進

(1) 全学校で人権教育、同和教育に関する校内職員研修を実施

(2) 各学校、地域の実態に応じた現地研修の積極的な実施

(3) 全ての小・中・特別支援学校、県立高等学校、県立中学校、県立中等教育学校で

「人権教育強調週間」に人権課題に関わる授業や集会活動等の取組を実施

(4) 文部科学省及び県の研究指定校及び総合推進地域指定地区を指定

（小学校２校、中学校１校、高等学校２校、総合推進地域１地区）

３ 「中越地区人権教育、同和教育推進懇談会」の開催

中越教育事務所に設置した「人権教育、同和教育推進チーム」が中心となり、中

越地区の市町村教育委員会、小・中・高等学校、ＰＴＡ等が連携し、人権教育、同和

教育の一層の連携と充実を図る会を開催
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【成果】＜義務教育課＞

評 〈現地研修の実施率〉（※新潟市を除く） 〈校内研修の実施状況〉

H24年度 H25年度
回数

小学校 中学校

価 小学校 36.9％ 36.0％ H24 H25 H24 H25

中学校 28.0％ 28.7％ ８以上 2.0% 2.5% 0.6% 0.6%

◇ 各学校では、差別の現実に学ぼ ７ 0.5% 1.0% 0.0% 0.0%

うとする姿勢が浸透してきており、 ６ 0.0% 0.8% 0.6% 0.6%

現地研修については、小学校では ５ 1.2% 1.3% 1.1% 2.3%

36％と引き続き高い実施率となっ ４ 4.4% 5.1% 6.3% 2.9%

ている。また、中学校においても ３ 23.1% 23.5% 19.4% 17.8%

28％から28.7％へと実施率が向上 ２ 64.9% 61.5% 68.6% 67.8%

した。 １ 3.9% 4.3% 3.4% 8.0%

◇ リーフレット「新潟県人権教育基本方針」を活用した各種研修の実施によ

り、人権教育、同和教育の目的や推進の方向性、具体的な方策等について、一

層の周知を図ることができた。

◇ 12月の「人権教育強調週間」には、99.1％の小･中学校で同和問題をはじ

めとした人権課題に関する授業や児童生徒主体の集会等が実施された。これ

により、指導案の作成や授業前後の検討会等を通じて、教職員の指導力の向

上及び人権教育、同和教育の推進の気運が一層高まった。

＜高等学校教育課＞

◇ 人権教育、同和教育研究指定校では、校種間の連携を深め、小･中･高の12

年間を通した指導の在り方を発表することができた。また、全県の高等学校

等では、講演会や各種研修会を通じ、様々な人権課題についての取組が実施

されたり、公正採用選考にむけてハローワークと連携した取組が積極的に行

われた。

【課題】◇ ほとんどの学校が校内研修を年間２回以上実施しているが、引き続き各種

研修の充実と授業等の改善に努め、教職員の意識の向上を図る必要がある。

○ リーフレット「新潟県人権教育基本方針」を活用し、教職員を対象とした各種研修

や講義を実施するとともに、校内研修等で活用できるよう、教職員指導資料を作成す

る。

○ 各学校において、教職員が正しい認識を身に付け、人権感覚を磨くため、校内研修

や差別の現実に学ぶ現地研修を計画的に実施するよう促す。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

28.7% 34.2% 33.7% 33%

目標値
実績値

【関連指標11】

現地研修実施率(小・中)

〔同和教育、人権教育〕
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３ 子どもたちの心を支える 評 価

サポート体制の確立
Ｂ

＜目指すもの＞

(1) 児童生徒に、いじめは人間として絶対に許されない重大な人権侵害で

あることを認識させて人権感覚を育成するとともに、「いじめをしない」

「いじめを許さない」「いじめを見逃さない」環境づくりを進める。

(2) 児童生徒一人一人の的確な状況把握と組織的な対応に努め、不登校の

未然防止及び解消を目指す。

(3) 児童生徒の健全育成と非行・暴力行為等の未然防止、早期発見・即時

対応のため、生徒指導体制を強化するとともに、学校間や家庭・地域等

との連携に基づいた指導・支援を推進する。

(4) さまざまな要因により高等学校を中途退学する生徒を可能な限り減ら

す。

〔ここに注目 !！〕

・「新潟県いじめ防止基本方針」を策定し、いじめ防止等のための組織を設置

・深めよう絆県民運動サポーター事業において協賛企業・団体が大幅に増加

（１）いじめへの対応

① いじめへの対応

目 いじめは、いかなる場合も許されない行為であることを自覚させるとともに、いじめ

的 の早期発見・即時対応と児童生徒の社会性の育成に努め、解消及び未然防止を図る。

１ いじめ防止対策を推進するための体制整備

(1) 「新潟県いじめ防止基本方針」の策定

いじめ防止対策を総合的かつ効果的に推進するため、いじめ防止対策推進法に

基づき「新潟県いじめ防止基本方針」を策定し、いじめの防止等に関する基本理

念や重大事態発生時の対応方法、組織の設置について明示した。

(2) いじめの防止等の対策のための組織の設置

・「新潟県いじめ問題対策連絡協議会」…いじめ問題に関係する機関・団体等の連

携を図るため、庁内外の関係機関等によって構成する組織

・「新潟県いじめ防止対策等に関する委員会」…県立学校における重大事態等の発

生時の調査の実施及びいじめの防止等のための調査研究や有効な対策を検討す

る組織

２ 小・中・特別支援学校における取組への指導・支援の実施

(1) 「いじめ見逃しゼロスクール」の推進

学校が取り組む「いじめ見逃しゼロスクール集会」、「いじめ見逃しゼロ強調月

間」、「子どもと共に１・２・３運動」の取組を充実させるため、総合支援チーム

の訪問やリーフレットによる情報提供などの方法により指導と支援を行った。
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(2) 中１ギャップ解消プログラムの自校プランの改善と着実な実践

小・中学校の９年間を見通した社会性の育成により、いじめや不登校を生まな

い学校風土づくりを進めるよう、研修を通じて指導した。

３ 相談支援体制の整備

(1) 「総合支援チーム」を義務教育課内に設置し、計画的に、また、要請等に応じて

派遣（派遣回数：89回）

(2) 上・下越の教育事務所に各１人、中越の事務所に２人、スクールソーシャルワー

カー(ＳＳＷ)を配置し、要請に応じて学校を訪問し、児童生徒や保護者との面談、

教員の相談に応じるなどの支援を実施（支援 603件）

(3) ネットいじめを防止するため民間委託によるネットパトロールを実施（Ｐ46参照）

４ いじめ見逃しゼロスキルアップ事業の実施

(1) いじめ見逃しゼロスクール研修（県内８会場で年１回開催）

・いじめを見逃さないために、効果的なアンケート調査の実施方法や事例を基にし

た協議や講義により具体的な方策を探る実践的な研修を実施

(2) いじめ・不登校等対応実践研究（県内８中学校区を指定）

・いじめと不登校のいずれかに焦点を当て、小・中学校が連携して社会性の育成に

取り組み、成果をまとめて全小・中・特別支援学校に紹介

５ 公立高等学校における相談支援体制の取組

(1) 生徒が抱える悩みの把握に向けた相談体制の整備

(2) 生徒指導連絡協議会等における教職員研修の実施

(3) 青少年相談支援班による学校への助言指導

(4) いじめの早期発見や即時対応のため、アンケート調査や個別面接等を実施

６ いじめの認知件数及びいじめの解消率

(1) いじめの認知件数の推移（平成18年度～平成24年度）※国立私立除く

全国的にいじめが原因とされる自殺事案が多発し、文部科学省がいじめの定義

を変えた平成18年度から19年度にかけて増加し、その後は減少傾向が続いてきた。

平成23年度に他県で発生した自殺事案を契機にいじめへの関心が高まり、平成

24年度の調査では、いじめの積極的な認知により23年度の約1.8倍にまで増加した。
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(2) いじめの解消率（平成23・24年度）

早期の認知により件数が増加した小学校の方が解消率は高い結果となっている。

【成果】◇ 「新潟県いじめ防止基本方針」を策定し、いじめ防止等の対策のための体

評 制づくりを進めた。

◇ いじめをはじめとする生徒指導上の諸問題の背景には、社会性の不足があ

価 ることについて教職員の理解が進み、児童生徒に良好な人間関係を育もうと

する取組が多く見られるようになった。

◇ いじめの発見は対処の前提であり、早期発見・即時対応が重要であること

が教職員に浸透してきた結果、いじめの認知件数も増加してきた。

◇ いじめの認知件数の増加とともに解消率も上がり、いじめを積極的に認知

し、迅速かつ適切に対応することの重要性が認識された。

【課題】◇ いじめに対する関心が薄らぐと認知件数も減少するため、「いじめ見逃し

ゼロ」の意識を共有し、いじめを見逃さないよう、引き続き積極的な認知に

努める必要がある。

◇ いじめの未然防止のため、日頃から児童生徒の社会性を育成していく必要

がある。

○ いじめの兆候を見逃さないよう、全校体制による日常的な観察や効果的なアンケー

ト調査の実施、保護者や地域の人々との連携による見守り、学校間の情報交換等によ

り早期発見と適切な初期対応に努める。

○ 「いじめ見逃しゼロスクール」の取組を一層推進する。

○ 新潟県いじめ問題対策連絡協議会の開催により、関係機関の連携を強化し、いじめ

問題に対する迅速な対応及び児童生徒や保護者への適切な支援に努める。

○ 全県の学校（教職員）を対象に研修を継続するとともに、いじめ・不登校等対応実

践研究の成果を普及し、学校における日常的な教育活動を通じて児童生徒の社会性を

育てる取組を一層推進する。
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基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

小学校 95.5% 98.2% H２６．１０公表予定 100%

中学校 94.0% 95.6% H２６．１０公表予定 100%

目標値
実績値

【関連指標12,13】

いじめ解消率

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

H24小学校 644 89.6 62 8.6 8 1.1 5 0.6

H23小学校 250 75.8 61 18.5 18 5.5 1 0.3

H24中学校 535 76.6 133 19.0 27 3.8 3 0.4

H23中学校 343 74.9 92 20.1 19 4.1 4 0.9

H24特別支援学校 8 72.7 3 27.3 0 0 0 0

H23特別支援学校 10 100 0 0 0 0 0 0

H24高等学校 131 92.9 7 5.0 2 1.4 1 0.7

H23高等学校 53 81.5 5 7.7 2 3.1 5 7.7

解消 一定の解消 取組（指導継続）中 その他（転学等）
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② いじめ見逃しゼロ県民運動

目 学校・家庭・地域社会が連携・協力して取り組み子どもの社会性を育成するととも

に、いじめの早期発見・即時対応に向けて県民ぐるみで子どもを見守る体制を強化する

的 ため、「いじめ見逃しゼロ県民運動」を展開する。

１ 広報活動

・県民運動のロゴ入りマグネットを作成し、各学校、社会教育機関等に配布すること

で、運動を周知

・新聞への広告掲載により、運動の趣旨説明や運動への協力を依頼

（４月７日朝刊、６月２日朝刊、10月５日朝刊に掲載）

・県庁十字路に横断幕を掲示、県警察本部庁舎に懸垂幕を掲示して運動を周知

２ 深めよう絆県民運動サポーター事業 （80企業・団体、個人サポーター33人）

・趣旨に賛同する県内企業・団体等のサポーター及び本県出身者や本県にゆかりのあ

る文化人、芸能人、スポーツ選手等からなる個人サポーターから構成される。

・個人サポーターから子どもたちへのメッセージカードを作成してもらい、地区の集

いで展示。協賛企業・団体等にも作成を依頼し、12団体から協力を得た。

３ 「深めよう 絆 県民の集い」の開催

・上・中・下越で開催

《上越地区》 12月７日（土）ユートピアくびき希望館（約500人参加）

《中越地区》 10月２日（水）長岡リリックホール（約700人参加）

《下越地区》 10月12日（土）聖籠町町民会館（約600人参加）

・実践交流会や講演会が催され、小・中・高等学校特別支援学校での実践や地域の取

組が紹介され、「いじめ見逃しゼロスクール」への思いや意見交換が行われた。

【成果】◇ マスメディアとして新聞を活用した周知・啓発活動やポスターやロゴ入り

評 マグネットの配布等で運動の周知を図ることができた。

◇ 運動への協賛を依頼する活動により、協賛企業・団体が26団体から73団体

価 （協賛する構成団体を含めると80団体）へと大幅に増加した。

【課題】◇ 広報・啓発活動を一層拡大する必要がある。

◇ 社会全体でいじめを見逃さない体制づくりを一層進める必要がある。

○ 「いじめ見逃しゼロ県民運動」の推進により、家庭や地域との連携を強化して子ど

もを見守る体制を整備するとともに、これまでの県民運動で展開してきた社会性育成

の取組を一層進める。

○ 積極的な広報・啓発活動により、「いじめ見逃しゼロ県民運動」のねらいや趣旨の

周知を図り、新たな企業・団体の協力を得るなど、より多くの県民が主体的に関わる

県民運動となるよう努める。
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（２）不登校への対応

① 不登校への対応

目 児童生徒の心のサインやゆれを早期に把握し、新たな不登校児童生徒の発生を防止す

るとともに、個に応じた支援を充実させ、不登校状態の解消を図る。

的 不登校傾向にある生徒に対して、早期から高校生活に適応できるよう指導を行うとと

もに、家庭との連携を図りながら、個別の学習支援や教育相談を行うなど、きめ細かな

支援を行う。

１ 小・中・特別支援学校における取組への支援・指導の実施

(1) 小中連携したきめ細かな支援体制の充実

・いじめ見逃しゼロスクール研修会で不登校未然防止に関する研修を実施

・いじめ・不登校等対応実践研究における指定校の実践を紹介

・「中１ギャップ解消プログラム」の中学校区における見直しを推進

・不登校対策委員会の設置と全校体制による相談支援体制づくりを推進

・年３回、全県サポートチーム会議を実施し、関係機関との連携やスクールソー

シャルワーカーの活用を呼びかけ

(2) 「子どもと共に１・２・３運動」のリーフレット作成・配付

２ サポート体制の充実

(1) 小学校におけるカウンセラー学校派遣事業の充実（Ｈ24:900回→Ｈ25:940回）

(2) 全中学校・中等教育学校へのスクールカウンセラー又はハートフル相談員配置

(3) 総合支援チームによる、不登校加配配置校への学校訪問と指導

３ 啓発冊子の配布

高校生活の適応指導や進路に関する意識啓発を行うことを目的とした冊子「スクー

ルライフサポートブック」を高校１年生及び中等４年生全員に配付

４ 問題を抱えている生徒が多数在籍している高等学校への支援

生徒指導加配教諭（７校）、単位制高校活性化相談員配置（６校）

養護教諭を通年複数配置（11校）、繁忙期複数配置（36校）

５ 家庭訪問の充実 (高等学校 Ｈ25)

家庭訪問活動に要する経費を支援（訪問回数2,795回、訪問教員延人数3,455人）

【成果】◇ 小・中学校において、25年度の校内不登校対策委員会設置率が100％とな

評 り、予防的な観点から早めの支援をする体制が整備された。

◇ 「子どもと共に１・２・３運動」を実施した学校が、25年度には小・中学

価 校ともに94％を超え、欠席初期の適切な対応がなされるようになった。

◇ 中１ギャップ解消プログラムの見直しが図られ、中学校１年の不登校生徒

数は２年連続で減少した。

【課題】◇ 不登校児童生徒数は、24年度に大きく減少し2,000人を下回り、ここ５年

間は減少傾向が続いていたが、25年度は増加した。

◇ 校内不登校対策委員会の設置率は100％になったが、開催頻度には小中の

差がある。（中は毎週開催、小は月１回又は学期１回が多い。）小学校におい

ても危機意識をもって、校内体制を整備する必要がある。

◇ 公立高等学校における不登校生徒は、全体における高校１年生の割合が高

くなっており、高校入学後早期の指導を一層工夫する必要がある。
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○ 中１ギャップ解消プログラムの自校プランは定着したが、小・中学校間及び小学校

間の連携がまだ不十分なので、研修及び総合支援チームによる学校訪問等をとおして、

小中連携した未然防止の取組を推進する。

○ 校内不登校対策委員会の開催頻度を上げ、現に30日以上欠席の児童生徒がいなくて

も、予防的な観点からきめ細かな支援をするよう学校に働きかける。そのために、年

間10日以上欠席者の調査を継続し、経年変化を分析する。

○ 「子どもと共に１・２・３運動」については、毎年リーフレットを配付し、今後も

不登校の初期対応を周知徹底していく。

○ 高等学校において、引き続き高校１年生に対する適応指導を推進するとともに、学

校と家庭が連携して不登校生徒の支援が行われるよう、生徒や保護者からの相談に対

する体制の充実や、家庭訪問の実施を支援する。

○ 高等学校以前の不登校経験がある事例や、福祉面等からの働きかけが必要な事例に

対し、生徒の個々のケースに応じてきめ細かく対応するため、中学校や学校外の関係

機関との連携を推進する。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

2.87倍 3.02倍
調査中

(H26.10公表)
2.5倍

0.31% 0.29%
調査中

(H26.10公表)
0.25%

2.61% 2.54%
調査中

(H26.10公表)
2%

不登校発生率（小学校）

不登校発生率（中学校）

不登校における中１ギャップ指数
（中１不登校生徒数／前年度小６不登校

児童数）

【関連指標14,15,16】
実績値

目標値

今

後

の

対

応

＜中１ギャップ指数＞
H23 H24 H25

小学校 410 343 403 前年小６ 中１
中学校 1,719 1,639 1,676 H25 127 370 2.91
合計 2,129 1,982 2,079 H24 128 387 3.02

H23 174 420 2.41

＜校内不登校対策委員会の設置率＞
H23 H24 H25 H23 H24 H25

小学校 74.2% 99.4% 100% 小学校 88.9% 92.9% 94.4%
中学校 95.7% 100% 100% 中学校 88.1% 89.7% 94.8%

年度
不登校児童生徒数（人） 中１ｷﾞｬｯﾌﾟ

指数（倍）

＜小中学校別不登校児童生徒数＞

＜子どもと共に１・２・３運動を実施した学校＞
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② 相談指導体制の充実

目 児童生徒一人一人に即した指導・支援を行い、不登校をはじめ、生徒指導上の諸問題

の解消と未然防止を図るため、児童生徒、保護者、教職員等への相談指導体制を整備す

的 る。

１ サポート体制の充実

(1) カウンセラーの配置・派遣

・県内全ての中学校にハートフル相談員またはスクールカウンセラーを配置

・平成25年度より中等教育学校にもカウンセラーを配置

・小学校を対象とした学校派遣カウンセラー事業を充実（Ｈ24:900回→Ｈ25:940回）

・震災に伴う心のケアの実施（小・中・高等学校）

(2) 電話相談等

・24時間いじめ相談電話を設置、県立教育センターにおける悩み相談を実施

・相談窓口周知用カードの作成・配布（配布学年を増加）（配布先：全ての小学校

１年生・４年生、中学校１年生。特別支援学校も同様）

２ 各種相談員及び関係機関との連携を推進する研修の実施

・スクールカウンセラー・ハートフル相談員、スクールソーシャルワーカー、

学校派遣カウンセラーを対象とした合同研修会の実施（10月）

・市町村の適応指導教室及び訪問指導員を対象とした研修会の実施（９月）

３ 児童虐待防止推進月間の実施

・リーフレットやポスターを配布し取組を推進（小・中・特別支援学校）

【成果】◇ 平成24年度問題行動調査によると、「不登校の解消に効果のあった学校の

評 措置」として、カウンセラーによる相談が第３位となった。（Ｈ23:第４位）

価

＜相談指導の結果、登校できるようになった児童生徒＞ （ ）は全国値

小 学 校 中 学 校

人数(人) 比率(％) 人数(人) 比率(％)

Ｈ24 140 40.8 (33.8) 676 41.2 (29.6)

Ｈ23 139 33.9 (33.1) 625 36.4 (30.6)

③ ② ①
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【課題】◇ 平成23年度の約26％から減少したものの、不登校児童生徒の約20％が、ま

ったく学校に登校できない状況（「主に全欠状態」）にある。

（Ｈ24年度 小：56人 中：347人 計：403人 不登校児童生徒の約20％）

（Ｈ23年度 小：90人 中：454人 計：544人 不登校児童生徒の約26％）

＜不登校児童生徒の登校・通室等の状況別人数＞

小学校 中学校

不登校の状況 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

主に全欠状態 102 90 56 455 454 347

主に教室登校 207 168 184 577 589 550

主に別室登校 72 80 69 180 219 270

主に校内適応指導学級に登校 12 18 8 279 259 319

主に市町村適応指導教室に通室 48 42 21 207 184 142

主にフリースクール等に通う 5 12 5 15 14 11

合 計 446 410 343 1,713 1,719 1,639

○ 全ての小・中学校でスクールカウンセラーやハートフル相談員を活用できるよう、

引き続きサポート体制の充実を図っていく。

○ 学校にまったく登校できず学校で相談を受けられない事例や相談内容等の複雑化、

多様化に対応するため、関係機関やスクールソーシャルワーカーとの連携を一層緊密

にする。

○ 児童虐待については、今後も、関係部局と連携して、早期発見・即時対応の取組の

重要性について周知・徹底を図る。

＜資料＞

【相談窓口周知用カード】

今

後

の

対
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（３）非行・暴力行為への対応

目 非行・暴力行為の未然防止、早期発見・即時対応のために、生徒指導の取組の点

検、見直し、改善を継続し、生徒指導体制の強化を図る。また、児童生徒の健全育

的 成を図るために、学校、家庭、地域、関係機関等が一体となった｢行動連携｣を推進

する。

１ 生徒指導の取組の点検と生徒指導体制の強化の取組

(1) 全県指導主事会議、教育施策等方針説明会

ア 生徒指導の取組や報告体制の点検と改善の推進、「全校体制」の強化

イ 問題行動等の未然防止と即時対応を推進する関係機関との「連携」強化

(2) 文部科学省調査に基づく生徒指導上の諸問題の現状と今後の取組

ア 平成24年度調査結果の考察と適切な対応のポイントを提示

イ 調査結果に基づく暴力行為への対応についての通知の発出

(3) 総合支援チーム学校訪問による生徒指導体制の強化

ア 問題行動、不登校、社会性育成の加配目的に対応する担当指導主事の派遣

イ 総合支援チーム学校訪問に関わる教育事務所との連携強化

２ 学校、家庭、地域、関係機関等が一体となった「行動連携」推進の取組

(1) 全県サポートチーム連絡協議会：市町村サポートチームの機能と指導力向上

のために、研修や事例発表、情報交換を年３回実施

ア 第１回 「いじめ問題に関する指導者養成研修」概要の伝達

イ 第２回 日本女子大学教授による「法的問題としてのいじめ」の講義

※対象：公私立小・中・特・高等学校教員、参加：314人

ウ 第３回 「県いじめ防止基本方針」の説明及び実践発表(新潟市・見附市)

(2) スクールソーシャルワーカー(ＳＳＷ)活用事業

社会福祉等の専門的な視点から多様な支援を実施するため、教育事務所に

４人配置（上越１、中越２、下越１） Ｈ26.3.5現在

派遣状況：計画訪問88、要請訪問354、市町村訪問15、関係機関連携11、

緊急訪問14、その他(来所・研修会等)119、総計601件

(3) 総合支援チーム学校訪問

学校に対する重点的・継続的な指導・支援をするため、義務教育課に臨床心

理士と担当指導主事によるチームを設置

派遣状況：計画訪問68、市町村訪問５、緊急訪問等16、総計89回

(4) 庁内学警連会議

県警少年課・生活安全企画課、新潟市教育委員会、大学・私学振興課、児童

家庭課、高等学校教育課、保健体育課、義務教育課で年５回の情報交換を実施

(5) ネットいじめ見逃しゼロ事業

ネット監視を専門とする業者に業務委託し、ネットいじめやネットトラブル

に対応し、情報モラル教育を推進する新体制を構築

ア 啓発セミナーの開催

中学校及び特別支援学校の生徒指導主事悉皆（県内５会場で実施）

イ ネットパトロール：不適切な投稿発見及び情報提供数 2,437件
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【成果】◇ 「全校体制」と「連携」をキーワードに、未然防止、早期発見・即時

評 対応の生徒指導体制の強化について指導したことで、非行事故に対する

適切な対応が図られ、暴力行為発生件数が年々減少している。

価 ◇ いじめ問題を始めとする生徒指導上の諸問題に対応するため、全県サ

ポートチーム連絡協議会に市町村教育委員会担当者のほか、全県の公私

立学校に参加を呼び掛け、著名な大学教授の講義を実施したことにより、

市町村サポートチームの機能や学校の対応力向上に寄与した。

◇ ＳＳＷの派遣により、関係機関と連携した児童生徒・保護者への間接

及び直接支援を行うことで、対応事例の改善が図られた。

◇ ネット監視の新体制構築により、前年度比２倍の不適切な投稿を発見

するとともに、県内５会場での研修会実施で学校の対応力を向上させた。

【課題】◇ 平成24年度までの数値によれば、暴力行為発生件数は減少しているが

発生校率は増加しており、未然防止の取組として、「授業づくり」と「人

間関係づくり」の視点から、児童生徒の社会性を一層育む必要がある。

◇ 受診や被害届を伴う重度の暴力行為や傷害等犯罪行為に該当する事案

の対応にあたっては、警察等と適切に連携し、再発防止が必要である。

◇ ネットに接続できる携帯端末、ゲーム等の機器は、小学生から使用し

ているため、早期からの情報モラル教育や保護者の啓発が必要である。

○ 未然防止の取組として、「関わり合って学ぶ授業づくり」及び「計画的・継続

的人間関係づくり」により児童生徒の社会性の育成を一層推進する。

○ 解消・即時対応の取組として、「合意形成、情報共有」及び「役割連携、相互

補完」を工夫し、校内指導体制を強化する。

○ 学校だけで問題を抱え込むことなく、警察等の関係機関と適切に連携する。

○ 全県サポートチーム連絡協議会を活用し、市町村教委の対応力向上を図る。

○ 問題を抱える児童生徒への直接・間接支援のほか、学校のいじめ防止対策組織

にＳＳＷが一層活用されるよう周知を図り、学校支援体制を充実する。

○ ネット監視体制を高校まで拡充するとともに、ネットいじめやネットトラブル

に関する研修を拡大する。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

5.3% 6.3%
調査中

(H26.10公表)
3%

40.6% 50.6%
調査中

(H26.10公表)
35%

目標値
実績値

【関連指標17,18】

暴力行為の発生校率

（小学校）

暴力行為の発生校率

（中学校）
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後
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（４）中途退学への対応

目 中途退学の未然防止を図るため、進路指導の充実や、課題を抱える生徒一人一人に対

的 して、学習支援や教育相談等を行い、きめ細かな支援を行う。

１ 各学校への指導・取組支援

(1) 学校・学科の特色等を紹介したリーフレット「選ぶのは君だ！」を中学３年生全

員に配付

(2) 高校生活の適応指導や進路に関する意識啓発を行うことを目的とした冊子

「スクールライフサポートブック」を高校１年生及び中等４年生全員に配付

(3) 生徒指導連絡協議会

各学校の生徒指導主事が参加し、生徒指導上の対応策について研究協議

(4) 問題を抱えている生徒が多数在籍している学校への支援

生徒指導加配教諭（７校）、単位制高校活性化相談員配置（６校）、

養護教諭を通年複数配置（11校）、繁忙期複数配置（36校）

(5) 家庭訪問の充実

家庭訪問活動に要する経費を支援 [訪問回数4,161回、訪問教員延人数5,356人]

２ 各学校の取組

(1) 教育相談や学習支援の実施

(2) 中学生の高等学校体験入学

全ての県立高等学校84校で実施

(3) 各学校の学習内容、部活動、進路状況を掲載したホームページの充実

【成果】◇ 当県の公立高等学校の中途退学者は減少傾向にあり、中途退学率は1.1％

評 （571人）で、全国平均と比較しても低い水準を維持している。

（平成25年度全国中退率は９月公表予定）

価

【課題】◇ 中途退学者は高校１年生が多く、中退の理由としては進路変更や学校生活

・学業不適応等が多くなっており、中学校と連携した進路指導の充実や高校

１年生に対する適応指導、個々の生徒に応じた支援を行う必要がある。

○ 中学生が各高等学校について理解して学校を選択できるよう、情報発信を推進する。

また、きめ細かな指導が行われるよう、相談体制充実のための支援を行うとともに、

高校１年生に対する適応指導を推進する。

H21 H22 H23 H24 H25
H25、24の

比較

本県中退率(%) 1.4 1.4 1.2 1.2 1.1 ▲ 0.1

全国中退率(%) 1.7 1.6 1.6 1.5 調査中 調査中

中退率の推移(公立高等学校全日制定時制の計)

今
後
の
対
応
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＜資料＞
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評 価

４ 家庭や地域の教育力の向上
Ｂ

＜目指すもの＞

家庭の教育力の向上を支援するとともに、「地域の子どもは地域で育て

る」という気運を高め、家庭・学校・地域が連携・協力して子どもの教育

に取り組む体制づくりを進める。

〔ここに注目 !！〕

・家庭や地域の教育力向上に向けた人材育成のための研修参加者が大幅に増加

目 ○ 家庭教育は全ての教育の出発点であり、家庭は子どもの基本的生活習慣や倫理

観、自制心、自立心など「生きる力」の基礎的な資質や能力を身に付ける上で極

的 めて重要な役割を担うものである。この家庭教育の重要性の認識を高め、家庭の

教育力の向上を図る。

○ 地域の教育力を生かし、地域の子どもたちの健やかな成長を図るための仕組み

づくりを進める。

１ 親の学びの支援

(1) 就学時健康診断日に家庭教育講座を実施し、家庭教育支援ガイドブックの

内容の検討を進めた。

(2) 県ホームページや携帯版サイト、親子イベントでのブース設置など様々な

方法で家庭教育情報を提供した。

(3) 企業と連携し、家庭教育出前講座を実施した。

(4) 家庭教育・子育て電話相談｢すこやかコール｣において様々な相談に応じた。

相談件数 823件 （Ｈ24：962件）

２ 周知啓発活動

(1) 「社会全体で子どもをはぐくむ運動フォーラム」による機運情勢を図った。

参加者 上越地区開催 196人 （Ｈ24：下越地区開催 279人）

(2) 事例集・広報紙による、具体的な取組事例の紹介

(3) 県民だよりや県提供テレビ番組等、メディアを通じた広報の充実

３ 人材育成

身近な地域における家庭教育支援や学校・家庭・地域の連携、教育支援活動

に関わる人材の育成と資質の向上に向けた研修会を実施した。

(1) 家庭教育支援に関する研修を実施した。[延べ534人]（Ｈ24：388人）

※新潟市に加え、新たに南魚沼市でも開催

(2) 地域連携を推進する学校職員研修会を実施した。[延べ84人]（Ｈ24：68人）
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(3) 子ども支援コーディネーター、スタッフ・ボランティア研修会

[延べ168人]（Ｈ24：164人）

４ 学校・家庭・地域の連携促進事業（取組市町村数：22）（新潟市除く）

地域住民等の参画による学校の教育支援、放課後等の体験・交流活動の支援、

保護者への相談対応など、様々な教育支援活動を実施した。

・学校支援活動（学校支援地域本部）… 17市町 303校（Ｈ24：17市町297校）

・放課後等支援活動（放課後子ども教室）… 17市町村 72教室

（Ｈ24：17市町村71教室）

・家庭教育支援活動（家庭教育支援チーム等）…２市６チーム

（Ｈ24：２市５チーム）

【成果】◇ 親の学び支援・すこやかコールでは、相談者の悩みや不安に適切に対

評 応し、相談機関としての役割を果たすことができた。

◇ 人材育成の研修会では、開催地区の増や、アンケートをふまえたテー

価 マ設定などにより、受講者数や満足度が上昇した。

〈家庭教育支援に関する研修受講者のアンケート結果〉 ［人（％）]

評価 大きな まずまず どちらでも あまり 全く

成果 の成果 ない 成果なし 成果なし

H25 293(61.3) 167(34.9) 16(3.4) 1(0.2) 1(0.2)

H24 212(61.8) 120(35.0) 11(3.2) 0(0.0) 0(0.0)

◇ 学校・家庭・地域の連携促進事業への取組が拡大した。

【課題】◇ 家庭の教育力が低下傾向にある中、全ての親が子育てを学べる環境づ

くりを進める必要がある。

◇ 学校・家庭・地域の連携促進事業を一層拡大させるとともに、学校側

の受入体制を整備する必要がある。

○ 親の学習機会を充実させるため、家庭教育支援ガイドブックを作成し学校での

活用を促すとともに、企業と連携した家庭教育出前講座の拡充に努める。

○ 学校内で地域連携を担当する教員を明確にし、研修等により資質を高めていく。

○ 規則正しい生活習慣の確立に向けた「早寝早起き朝ごはん＋読書フォーラム」

を開催する。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

61教室 71教室 72教室 増加させる

目標値
実績値

【関連指標19】

放課後子ども教室設置状況

今

後

の

対

応



- 52 -

評 価

５ ふるさと新潟教育の推進
Ｂ

＜目指すもの＞

子どもたちが、身近な自然や歴史、伝統・文化などを学ぶことにより、

自分の住む地域を愛し、大切にする心を育てる。

〔ここに注目 !！〕

・指標「地域の自然や文化、産業を学んだり、伝統芸能を伝承したりする活動を実

施した小・中学校の割合」が上昇

目 ふるさと学習における先進的な取組や効果的な指導方法についての事例の収集と

提供に努めることにより、各学校が地域に根ざした特色ある学習活動を展開し、ふ

的 るさと学習をより一層充実させる。

１ 地域との関わりを重視した教育活動の推進

(1) 「魚沼から行く尾瀬」環境学習プログラムを活用した自然体験学習

平成25年度 実施校：12校 参加児童数：680人

(2) ユネスコスクール※を中心としたＥＳＤ（持続発展教育）の視点による身近

な自然や歴史、伝統文化等を学ぶ教育活動

ユネスコスクール加盟校：25校（県市町村立小・中学校、特別支援学校を対象）

※ユネスコスクール：ユネスコの理念を実現する学校として1958年に創設され、①地球環境問題

②人権･民主主義の理解と促進③異文化理解④環境教育といったテーマについて質の高い教

育を実現する学校である。日本では特に持続発展教育（ＥＳＤ）の促進の拠点として位置付

けられている。

【「魚沼から行く尾瀬」自然体験学習の様子】

【伝統劇「草薙龍」の発表】
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２ 新潟水俣病学習の推進

(1) 「新潟水俣病教師用指導資料集」を教育課程に位置付けるなど継続的な学習

の周知

(2) 「新潟水俣病教師用指導資料集」を活用した授業実践の紹介

(3) 「県立環境と人間のふれあい館」を活

用した新潟水俣病学習の紹介

３ 「スクールエコ運動」の継続

(1) 県内の小・中学校での取組を公募し、

環境教育Ｗｅｂページに掲載

(2) 全国植樹祭の開催に合わせ、スクール

エコ運動の取組である環境保全活動の

事例として、「森林づくり・緑化活動」 【「県立環境と人間のふれあい館」での学習】

事例を公募し、環境教育Ｗｅｂページに掲載

４ 「にいがたスクールＥＣＯガイド」（環境教育Ｗｅｂページ）による情報提供

(1) 地域との関わりを重視した環境教育実践事例の紹介

(2) 「にいがたスクールエコ運動」活動事例の紹介

(3) 新潟水俣病を題材とした実践事例の紹介

(4)「ＥＣＯナビ-リンクコーナー」による環境教育に関するＷｅｂサイトの紹介

【成果】◇ 平成25年度公立小・中学校教育課程実施状況調査では、68.6％の小学

評 校と67.8％の中学校が、日常の学校生活で、節電・節水に取り組む「に

いがたスクールエコ運動」の活動を継続している。

価 ◇ 「新潟水俣病教師用指導資料集」を活用した学習を教育課程に位置付

けるなど、継続的に実践している小学校は58.7％、中学校は28.2％と向

上している。また、総合的な学習の時間に、地域の環境と新潟水俣病を

関連付けて学んだり、現地学習を行っている学校もある。

【課題】◇ 持続可能な社会の構築という視点を一層明確にしたＥＳＤ（持続発展

教育）の推進を図っていく必要がある。

○ 「にいがたスクールＥＣＯガイド」を通じて、環境保全等の取組事例や特色あ

る活動、体験プログラム等の情報提供を行う。

○ 「県立環境と人間のふれあい館」の見学や教師用指導資料集を活用した授業実

践による「新潟水俣病学習」を今後も促進する。特に中学校においては、社会

科（公民）リーフレット「新潟水俣病が教えてくれたもの（中学校編）」の周

知及び授業での活用、ふれあい館の利用を促進する。

○ ＥＳＤの活動拠点となるユネスコスクールへの加盟促進を目指し、加盟校で行

っている環境教育や国際理解教育等に関する活動事例の収集と提供を継続する。

基準年指標値

（平成21年度） （平成24年度） （平成25年度）

88.0% 91.2% 92.9% 90%

目標値
実績値

地域の自然や文化、産業を学んだり、

伝統芸能を伝承したりする活動を実施

した小・中学校の割合

【関連指標20】
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